
２０２４年５月２４日（金）衆議院 地域こどもデジタル特別委員会               質問要旨 

 
『わが国のデジタル化の問題点について（パートⅡ）』 

 
立憲民主党 衆議院議員 福田 昭夫 

 
１.会計検査院が調査した 

マイナンバー制度における地方公共団体による情報照会の実施状況等について 資料１ 
 
(１)地方公共団体を情報照会者とする１,２８５手続きについて、 

システム活用低迷の原因は何か 
(２)専門家から ①新制度づくりが目的化してしまったのではないか、 

②過大設計の疑いもある、との指摘もあるがどうか 
(３)会計検査院が「非常に大きな影響が出ていると指摘している、 

会社の退職などに伴う自治体に届け出る国民健康保険への切り替え手続き」を 
どのように改善するのか 

(４)「マイナ保険証」についても利用率が低迷し本年４月時点で６.５６％に留まっているが、 
本年１２月までに何％に達したら紙の保険証を廃止するのか 

(５)ＳＩＭ再発行等を利用した携帯電話番号乗っ取り事件の防止策はあるのか 資料２ 
 
２.地方自治体の基幹業務システムの統一・標準化の問題点について 
 
(１)統一・標準化が２０２５年度末までに間に合わない自治体の現状と、 

間に合わない理由は何か 
(２)ガバメントクラウドを導入すれば、 

自治体全体でシステム運用経費を３割削減できると説明してきたが、 
実態はどうなっているのか 

(３)米国の大手クラウド４社が 
政府と地方自治体向けのガバメントクラウドの事業認定を受けているが、 

政府と地方自治体の４社の利用状況はどうなっているのか 
(４)公正取引委員会は、欧州の「デジタル市場法」のように 

クラウドサービスを提供する巨大ＩＴ企業の規制を考えていないとの事だが、 
今後は法制化を考えるのか 

 

３.ガバメントクラウドの問題点について 資料３ 
 
(１)「今や政府と地方自治体を連携する行政ＤＸ（デジタル変革）の 

中核プラットフォームの開発が危機的状況にある」との指摘があるが、 
そういう認識はあるのか 

(２)「日本のガバメントクラウドはもはやアマゾンの独占となっており、 
行政の機微情報が米国に筒抜けになる」との指摘があるが、 

そういう認識はあるのか 
(３)「クラウドの公募要件は３００項目以上あり、 

これはアマゾン以外を排除するための要件であって、 
３００項目のうち地方自治体が必要とする機能は約２割だ」という指摘があるが、 

そういう認識はあるのか 
(４)「国のシステム運用経費が、実際にはクラウド利用料が重く、 

従来より膨らむ」との指摘があるが、そういう認識はあるのか 
(５)政府と地方自治体のクラウドを米国大手４社に任せることによって、 

国富の流出とデジタル主権が失われるという認識はあるのか 

 
※答弁要求：河野大臣、政府参考人（デジタル庁・厚生労働省・総務省・公正取引委員会） 
※配布資料あり 
 


